
北広島市保健福祉部子育て支援室児童家庭課

　北広島市次世代育成支援対策推進行動計画　後期行動計画（Ｈ２２～Ｈ２６）の実施状況

　１　重点的な取組み
№ 重点的な取組み項目 Ｈ21現在 Ｈ26目標 平成26年度の取組み 担当

― ―

(通常保育事業の充実)
定員
605人

定員
640人

(保育園の新設検討) 検討 検討

実施 継続

6園 8園

検討 1園

2

放課後児童健全育成事
業の充実
（学童クラブ運営事
業）

9か所
実績見込
450人
定員
430人

9か所
実績見込
460人
定員
440人

平成26年4月に西の里第二学童クラブを開設し11か
所を運営（定員510人）
待機児童対策として、指導員を増員し定員以上の
受入れを実施
平成27年度に向けて、指導員配置基準の見直し受
入学年拡大、開所時間の延長について検討
平成27年4月に東部学童クラブを移転、西部第二学
童クラブを開設するための準備

保育課

3 児童館の整備 2か所 3か所
平成26年7月に北広島団地児童センターを開設し、
輪厚、大曲と合わせて3か所の児童センター運営

保育課

4
常設の子育て支援セン
ターの整備

4か所
(保育園4)

3か所
(専用施設
1保育園2)

平成22年5月に常設の地域子育て支援センター「あ
いあい」を開設し、大曲いちい、西の里きらきら
の3か所で運営継続
平成23年4月から出前講座みんなの広場を北広島団
地地域交流ホーム「ふれて」で月1～2回実施
平成23年5月からシルバー子育てサポート事業を実
施、サポーター登録数13人。60歳以上の市民ボラ
ンティアが昔遊びや子育ての知恵を伝承

地域子育て
支援セン
ター

1 保育課
保育園の定員拡大と保
育サービスの充実

学童クラブの施設環境整備
既存施設の狭隘解消
(放課後児童健全育成事業
（学童クラブ）の充実）

児童館の新設
(児童館の整備、運営の充実)

常設の基幹となる子育て支援
センター整備
(地域子育て支援センター事
業の推進)

(平成26年度末現在）

取組みの内容

公立3園、私立6園の認可保育園で実施（定員690
人）
待機児童対策として、保育士の増員等により定員
以上の受入れを実施
公立3園の乳児室空調設備を更新
引き続き一時預かり事業を公立1園・私立2園で実
施
引き続き延長保育事業を全園で実施
認可外保育園においては、当初見込みを大きく上
回り、定員以上の入所児童数で保育を実施
新制度への移行に向けニーズ調査を実施

保育園の定員拡大

保育園の増築等
(保育園の施設整備)

延長保育の実施拡大
(延長保育事業の推進)

休日保育の実施
(休日保育事業の推進(新規))
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№ 重点的な取組み項目 Ｈ21現在 Ｈ26目標 平成26年度の取組み 担当取組みの内容

5 家庭児童相談室の充実
相談員
1人

相談員
2人

平成23年4月から家庭児童相談員(母子・父子自立
支援員兼務)3人の相談員体制とし、相談受付時間
を9：00～17：00に延長（Ｈ22年度9：30～16：
00）

児童家庭課

6
放課後子ども教室の開
設

検討 1か所

大曲小学校放課後子ども教室開級
コーディネーター、教育活動推進員、教育活動サ
ポーターを配置
登録児童数 175人
開催回数 40回
延べ参加児童数 2,218人

学校教育課

相談体制の充実
(家庭児童相談・児童虐待相
談の充実)

モデル地区での開設
(放課後子ども教室の開設(新
規))
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２　各施策・事業

№ 推進事業名 事業の内容 Ｈ21現在 Ｈ26目標 平成26年度の取組み 評価と課題等 担当

1
ファミリーサポート･セ
ンター事業の推進

育児の援助を受けたい人と
行える人たちが会員にな
り、有料で互いに援助しあ
う会員組織の事業を行い、
子育てを支援する

1か所 1か所

協力会員 58人
両方会員 24人
利用会員 463人
利用件数 1,561件

継続して実施する
地域子育
て支援セ
ンター

2
赤ちゃん訪問の実施
(乳児家庭全戸訪問事業)

生後2か月までに保健師が訪
問し、乳児や母親の心身の
状況等を把握し、子育て情
報の提供や育児不安等に関
する相談や指導を行う

実施 継続
訪問対象者 335件
訪問数 322件
実施率 96.1％

保健師2人で継続実施する
健康推進
課

1
放課後児童健全育成事業
（学童クラブ）の充実

放課後に保護者のいない留
守家庭の小学生1～3年生に
対する健全育成事業の充実
を図るとともに、4年生の入
所について検討する

9か所
実績見込
450人
定員
430人

9か所
実績見込
460人
定員
440人

平成26年4月に西の里第二学
童クラブを開設し、11か所を
運営（定員510人）
待機児童対策として、指導員
を増員し定員以上の受入れを
実施
平成27年度に向けて、指導員
配置基準の見直し、受入学年
拡大、開所時間の延長につい
ての検討
平成27年4月に東部学童クラ
ブを移転、西部第二学童クラ
ブを開設するための準備

入所需要の拡大や受入学年・
開所時間へのニーズの多様化
に対応しながら、継続実施す
る

保育課

2 一時預かり事業の推進

保護者の疾病や就業、リフ
レッシュにより一時的に児
童の保育が必要なとき保育
園で預かる事業を拡大する

2か所 3か所

【延べ利用人数】
すみれ保育園 1,224人（休日
保育含む）
西の里きらきら保育園 75人
大谷むつみ保育園 224人

需要は堅調に推移している
休日保育は利用拡大に向けて
検討する

保育課

基本目標　１　地域における子育ての支援

　基本施策　ア　地域における子育て支援サービスの充実

推進施策　①居宅において児童の養育を支援する事業

推進施策　②保育所等施設で児童の養育を支援する事業
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№ 推進事業名 事業の内容 Ｈ21現在 Ｈ26目標 平成26年度の取組み 評価と課題等 担当

3
病児・病後児保育事業の
検討

疾病にかかっている6歳未満
の児童を、保育所、病院等
において適当な設備を備
え、保育を行うことを検討
する

検討 検討

緊急サポートネットワーク事
業で実施
利用会員数 115人
協力会員数 41人
利用実績 62件

継続して実施する
平成27年度からひとり親等を
対象に利用料助成を行うこと
とする

児童家庭
課

4
子育て短期支援事業
（ショートステイ事業）
の推進

保護者の疾病等の理由によ
り、家庭で児童の養育が困
難なとき、児童養護施設で
一時的に養育する

1か所 1か所

平成26年度から社会福祉法人
聖母会天使の園と社会福祉法
人北光社ふくじゅ園の2施設
と契約して実施
利用実人員 1人
延べ利用日数 2日間

年度による変動が激しいが、
子育て世帯の支援として有効
な事業であることから、継続
して実施する

児童家庭
課

5
子育て短期支援事業（ト
ワイライトステイ事業）
の推進

保護者の仕事等の理由によ
り、家庭で児童の養育が困
難なとき、児童養護施設で
夜間、休日に養育する

― 検討

平成26年度から社会福祉法人
聖母会天使の園と社会福祉法
人北光社ふくじゅ園の2施設
と契約して実施
利用実人員 0人
延べ利用日数 0日間

年度による変動が激しいが、
子育て世帯の支援として有効
な事業であることから、継続
して実施する

児童家庭
課

6
幼稚園における預かり保
育事業

保護者の就業等に対応する
ため、保育時間終了後も幼
稚園で預かる

全園 全園
全園で実施
年間延べ利用園児数 31,995
人

人員確保、人件費負担が課題
となっている
継続して実施する

―

1
地域子育て支援センター
事業の推進

子育て中の親子の支援のた
め常設の基幹となる施設を
整備するとともに地域の保
育園を利用して、遊びや交
流の場を提供、子育てサー
クル支援を行う

4か所
（保育園

4）

3か所
(専用施設1
保育園2）

延べ支援利用者数
子育て相談件数
あいあい 9,931人 227件
ぶらんこ 2,346人 34件
どんぐり 4,366人 91件
3センター合同事業 208人

継続して実施する

地域子育
て支援セ
ンター、
保育園

2
子育て相談（保育園）の
充実

保育園において地域活動事
業などで子育て相談や情報
提供を行う

全園 全園 全園で実施 継続して実施する 保育園

推進施策　③保護者からの相談に応じ、必要な情報の提供及び助言を行う事業
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№ 推進事業名 事業の内容 Ｈ21現在 Ｈ26目標 平成26年度の取組み 評価と課題等 担当

3
家庭児童相談・児童虐待
相談の充実

家庭における児童の健全育
成を図る育児相談や児童虐
待相談及び指導等を行う

相談員
1人

相談員
2人

相談件数
延べ件数 2,061件
実件数 157件
実件数のうち児童虐待件数
39件

母子・父子自立支援員との兼
務による相談員3人体制で相
談支援の充実を図る

児童家庭
課

4 発達発育相談の充実

心や体の発達、言葉の発達
など保健師や発達支援セン
ターが相談を受け、指導を
行う

実施 継続
乳幼児健診発達相談件数
67件

継続して実施する
健康推進
課ほか

5

シルバー世代による子育
てサポータークラブの設
立（新規）→シルバー子
育てサポート事業の推進

常設の子育て支援センター
や児童センターを拠点に、
シルバー世代が子育てアド
バイスや昔遊び等の交流活
動を行う

検討 実施
サポーター登録数 13人
活動日数 45日
延べ参加者数 229人

継続して実施する
地域子育
て支援セ
ンター

1
子育てテレホンサービス
（ホットライン）

幼児から小中学生までを対
象にした24時間テープによ
る子育て情報の提供を行う

実施 廃止

機材、テープの劣化により平
成25年3月31日をもってサー
ビス終了し、電話相談、メー
ル相談を実施

―
学校教育
課

2
子どもホームページ（エ
ルフィンキッズ）の開設

イベント情報、サークル・
団体紹介、体験報告や相談
などを行う

実施 継続
ホームページによる情報の提
供を実施

継続して実施する
学校教育
課

3
子育てガイドのホーム
ページ作成

地域の多様な子育て支援
サービス情報を一元的に把
握し、利用者への情報提供
や利用助長を図る

作成済
随時更新

随時更新
「子育て」内のカテゴリの見
直しと各コンテンツの随時更
新を実施

利用者支援事業の中で、随時
更新しながら、継続して実施
する

児童家庭
課

4
子育てガイドマップの発
行

公園や病院、保育園、公共
施設など子育て関係施設の
マップを作成し配布する

作成済
随時更新

随時更新
子育てマップ及び子育てガイ
ドブック配布、子育てガイド
ブック更新作成作業

利用者支援事業の中で、随時
更新しながら、継続して実施
する

児童家庭
課

1 通常保育事業の充実
保育需要の増加に対応した
受け入れ体制の整備や定員
増を図る（保育園増築）

定員
605人

定員
640人

可能な範囲でクラス拡大を行
い、受入れ体制を強化

公立・私立ともに保育士確保
が困難になってきている

保育課

基本施策　イ 保育サービスの充実

推進施策　④子育て支援事業に関する情報の提供
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№ 推進事業名 事業の内容 Ｈ21現在 Ｈ26目標 平成26年度の取組み 評価と課題等 担当

2 乳児保育事業の推進
生後7週目以後の乳児の保育
を進める

8園 8園
9園合計で95人の受入を行っ
た

3歳未満児の需要は高く、継
続して実施する

保育課

3 障がい児保育事業の推進
障がいを持つ子どもの保育
を進める

7園 7園
公立3園で9人、私立4園で5人
の受入を行った

今後も継続して実施するが、
加配保育士の確保が課題であ
る

保育課

4 広域入所事業の推進
勤務先が他市町村の場合、
市町村を超えて相互に保育
園児の受入を行う

8園 8園

他市町村へ委託
安平町2人、南幌町1人、苫小
牧市1人
他市町村から受入
札幌市4人、苫小牧市1人、南
幌町1人、恵庭市1人

他市町村からの受入について
は、保育園の空き状況により
対応する

保育課

5 延長保育事業の推進

保護者の勤務形態の多様化
に対応するため、通常の11
時間を超えて児童を預かる
事業を拡大する

6園 8園

市内全9園で実施
うち2園では朝30分、夜30分
の延長を実施、7園では夜60
分の延長を実施

需要が多く、継続して実施す
る

保育課

6 保育園の施設整備
施設の老朽化に伴う改修や
保育需要の増加に対応した
整備を進める

実施 継続
すずらん保育園のトイレ改修
工事のほか、必要な修繕を実
施

比較的近年に改修・改築を
行った私立に比べ、公立の老
朽化が顕著である

保育課

7 認可外保育施設への支援
認可外保育園に対し、園児
の福祉のため運営を支援す
る

2園 検討 1園に対し7,931千円の助成

対象施設が平成27年度から認
可保育所となったため、新た
な助成対象施設が設置される
までは助成予定なし(制度は
継続)

保育課

8
保育所地域活動事業の推
進

保育園児と地域の子ども達
やお年寄りとの交流を行う

8園 8園
演劇鑑賞、動物園バス遠足、
老人福祉施設訪問等を実施

地域の子どもや高齢者との交
流を引き続き実施する

保育課

9
休日保育事業の推進
(新規)

保護者の勤務形態の多様化
に対応するため、日曜日・
祝日に児童を預かる事業を
行う

検討 1園

一時預かり事業の拡大とし
て、すみれ保育園で実施(保
育園在園児に限らず利用可
能)
本年度は延べ146人利用

利用者数が減少傾向にあるた
め、利用拡大に向けて検討す
る

保育課
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№ 推進事業名 事業の内容 Ｈ21現在 Ｈ26目標 平成26年度の取組み 評価と課題等 担当

10 保育園の新設検討
地域的な保育需要へ対応す
るため新設保育所の検討

検討 検討
認可外保育所及び小規模保育
事業所各1施設の認可に向け
た調整を実施

市内の保育需要の動向を把握
し、検討していく

保育課

1
子育てガイドのホーム
ページ作成（再掲）

1地域における子育て支援の
アに掲載

― ― ― ―
児童家庭
課

2
子育て支援ネットワーク
事業

子育てサークルやボラン
ティアへの情報交換の場を
提供し、連携を図るととも
に、ホームページ内容の点
検を行う

実施 検討
1地域における子育て支援の
ア「地域子育て支援センター
事業の推進」に統合

―
地域子育
て支援セ
ンター

1 児童手当の支給

「児童手当法」に基づき中
学校修了前の児童の家庭に
手当を支給する

(平成21年度までは児童手
当、平成22年度からは子ど
も手当を支給していたが、
法改正により、平成24年度
から児童手当を支給)

実施 継続

中学校修了前の児童を養育し
ている保護者等に支給
1～3歳未満＝15,000円
3歳～小学6年＝第1・2子
10,000円、第3子以降15,000
円、
中学生＝10,000円
所得制限限度額以上の世帯＝
5,000円（特例給付）
（いずれも児童一人当たり月
額）

平成27年2月末児童手当・特
例給付受給者数4,014人

継続して実施する
児童家庭
課

基本施策　エ　児童の健全育成

基本施策　ウ 子育て支援のネットワークづくり
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№ 推進事業名 事業の内容 Ｈ21現在 Ｈ26目標 平成26年度の取組み 評価と課題等 担当

2
子ども手当の支給
（新規）

中学校修了前の児童の家庭
に手当を支給する

22年度
実施予定

廃止

平成24年度から児童手当法に
基づき支給することとなった
ため廃止
【子ども手当（特措法：平成
23年10月～24年3月）】
　中学校修了前の児童を養育
している保護者に支給
　1・2歳＝10,000円、3歳～
小学6年＝第1・2子10,000
円、第3子以降15,000円、中
学生＝10,000円
　（いずれも児童一人当たり
月額、所得制限なし）

―
児童家庭
課

3 就学援助費の支給
生活困難家庭の児童生徒に
対して、就学のため経済的
援助を行う

1,252人 継続
対象者：小学校 753人
　　　　中学校 421人
　　　　計　 1,174人

教育の機会等が図られている
が厳しい経済情勢に伴い対象
者が増加傾向にある
援助費目の拡大も図り今後も
継続して実施する

学校教育
課

4 奨学金の支給
経済的理由で修学困難な学
生に奨学金を支給する

65人 継続 対象者：90人に支給

高校生等の就学支援を行うこ
とにより、保護者の経済的負
担の軽減が図られており今後
も継続して実施する

学校教育
課

5
高等学校入学準備金の支
給

経済的理由で入学・修学困
難な学生に準備金を支給す
る

111人 継続 対象者：82人支給

高校生等の就学支援を行うこ
とにより、保護者の経済的負
担の軽減が図られており、今
後も継続して実施する

学校教育
課

6
児童館の整備、運営の充
実

児童の遊び場、居場所づくりのため、児童館の整備・運営を行う2か所 3か所

平成26年7月に北広島団地児
童センターを開設し、輪厚、
大曲と合わせて3か所の児童
センター運営

運営を継続して実施する 保育課

7 街区公園の整備
子どもからお年寄りまで広
く交流できるような街区公
園の施設整備を行う

実施 継続
（仮称）輪厚中央公園予定地
の用地を取得

未整備の公園の施設整備を継
続して実施する

都市整備
課

8
都市公園安全・安心対策
緊急総合支援事業
（新規）

公園利用の安全を図るため
老朽化した施設の改築・更
新を行う

検討 実施
すずむし公園外8公園の老朽
化した施設の改築・更新を実
施

今後も施設の老朽化が著しい
公園施設の改築・更新を実施
する

都市整備
課
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9
高齢者等と子どもの世代
間交流の推進

保育園地域活動による高齢
者との交流事業や児童セン
ターにおける異世代交流を
開催する

実施 継続

保育園は大谷むつみ、大曲は
だかんぼ、大曲いちい、すず
らんの4園で実施。児童セン
ターは3か所で実施

継続して実施する
保育園ほ
か

10
社会教育事業による子ど
も向け講座の開催

子どもの学習や自然体験教
室の開催、障がい児・者と
の交流を行う

実施 継続
フレンドリーセンター事業
6事業 95人

対象者のニーズを参考に事業
を行っている参加しやすい事
業、運営への工夫が必要であ
る

社会教育
課

11
公民館事業による子ども
向け講座の開催

子どもたちによる公民館普
及事業や各公民館で子ども
向け講座を行う

実施 継続

西部地区6事業 186人
西の里地区7事業 201人
大曲地区10事業 188人
東部地区4事業 83人
※中央公民館大規模改修につ
き中央公民館事業は中止

各地区の状況に合わせて、事
業を効果的に実施している

社会教育
課

12 体育事業の推進
スポーツ大会やセミナーな
どを開催し、子どもたちの
体力づくりを図る

実施 継続

市民スポーツ活動推進事業
4事業 952人
スポーツアカデミー事業
5事業 782人

それぞれ効果的に実施されて
おり、今後も事業を精査し継
続する

社会教育
課

13
スポーツ少年団活動の支
援

スポーツ活動を通じた心身
ともに健康な体力づくりの
ための少年団の支援を行う

実施 継続

チャレンジジュニアスクール
41人
少年団本部への補助金交付
453,000円

今後もスポーツ少年団本部と
連携が必要であり、継続して
実施する

社会教育
課

14
放課後子ども教室の開設
（新規）

放課後や週末等に小学校の
余裕教室等を活用して、子
どもたちに、地域の支援者
等によるスポーツや文化の
体験活動の機会を提供する

検討 1か所

6月4日に大曲小学校放課後子
ども教室開級
40回開催、延べ参加人数
2,218人

大曲小学校において継続して
実施する

学校教育
課

15 青少年問題行動対策
専任指導員2人を配置し、青
少年の指導、巡視を実施す
る

実施 継続
補導巡視活動及び立入調査・
不審者等に対する対応、啓
発、防犯教室の実施

専任指導員2人で継続して実
施する

学校教育
課

16 ＰＴＡ連合会の支援

各小中学校ＰＴＡの連絡調
整や教育の振興活動を行う
ＰＴＡ連合会に対し補助を
行う

実施 継続
市ＰＴＡ連合会の活動支援、
市Ｐ連研究大会、母親研修大
会への支援

継続して実施する
学校教育
課
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17 教育相談事業の推進
家庭や学校の問題に対し、
電話や面談で教育相談員が
相談指導を行う

相談員
1人

相談員
1人

相談件数 108件
教育相談員1人で継続して実
施する

学校教育
課

18 青少年電話相談の実施

家庭や学校、身体に関する
ことなどの相談に、カウン
セラーによる助言や他機関
の紹介など問題解決を図る

実施 継続 上記事業に統合 上記事業に統合
学校教育
課

19 不登校対策事業の推進

不登校の予防や適応指導教
室「みらい塾」を中心に学
校復帰に向けた取り組みと
個別訪問指導を行う

実施 拡大

不登校児童生徒数 30人
みらい塾通級児童生徒数 14
人
子どもサポートセンター相談
員（臨床心理士）
相談件数436件

みらい塾の運営を継続して実
施する
子どもサポートセンター相談
員（臨床心理士）1人で継続
して実施する

学校教育
課

20 学校との連携

各学校や警察と連携を図
り、学校内外の児童生徒の
問題行動への対応と未然防
止に努める

実施 継続
学校、警察との連携
専任指導員による巡視活動

連携強化と専任指導員による
巡視活動を継続して実施する

学校教育
課

21
青少年健全育成連絡協議
会の支援

学校や地域の方々が連携し
て行う、子ども達の巡視や
啓発など健全育成活動に対
し補助を行う

実施 継続 6地区健連協への支援 継続して実施する
学校教育
課

1 母子健康手帳の交付
妊娠・出産・育児まで一貫
して健康状態などを記録す
る手帳を交付する

実施 継続 交付人数 309人 継続して実施する
健康推進
課

2 妊産婦健康相談の推進
妊産婦の悩みや不安等に対
し、保健師による面接や電
話での相談、指導を行う

実施 継続
面接 210人
電話 193人

継続して実施する
健康推進
課

基本目標　２　母性並びに乳児及び幼児等の健康の確保と増進

　基本施策　ア　子どもや母親の健康の確保
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3
マタニティスクール及び
マタニティスクール両親
コースの開催

初めて母親になる妊婦、ま
たは父親に妊娠・出産・育
児に関する講座を開催する

年間
9コース

継続

マタニティスクール
年5コース(1コース4回)
実人数 46人
延べ人数 157人
両親コース 年4回 35組70人

継続して実施する
健康推進
課

4 妊婦一般健康診査の実施
受診票を発行して健診受診
を促進し、健康な子どもの
出産を支援する

一人
14回分

継続

受診(一般+超音波)
実人数 526人
延べ人数 5,853人
うち有所見者延べ人数 202人

継続して実施する
健康推進
課

5 入院助産の支援
経済的理由で入院助産が出
来ない妊産婦に対し、入
院、出産を支援する

実施 継続
利用者数 2人
利用日数 14日間

継続して実施する
児童家庭
課

6
妊産婦や乳児への母子保
健推進員による訪問支援

保健師と地域のパイプ役と
して訪問し、育児交流会や
各種事業の周知など行い、
妊産婦の孤立化を防ぐ

実施 継続

母子保健推進員 27人に委嘱
訪問活動報告数
妊婦　実件数 248件
延べ件数 376件
乳児　実件数 233件
延べ件数 347件

継続して実施する
健康推進
課

7
赤ちゃん訪問の実施
(乳児家庭全戸訪問事業)
（再掲）

1地域における子育て支援の
ア①に掲載

― ― ― ―
健康推進
課

8 乳児健康診査の推進
3・6・10か月児を対象に健
診や育児、栄養、歯科相談
等の育児支援を行う

年36回 継続
実人数 517人
延べ人数 947人

継続して実施する
健康推進
課

9
1歳6か月児・3歳児健康
診査の実施

幼児の心身の異常の早期発
見、歯科、栄養、育児相談
を行う

年各12回 継続

1歳6か月児健診
実人数 344人
3歳児健診
実人数 387人

継続して実施する
健康推進
課

10 フッ化物塗布の推進
1歳から就学前の幼児を対象
に歯科健診とフッ化物塗
布、歯科相談を行う

年12回 継続
実人数 241人
延べ人数 328人

継続して実施する
健康推進
課
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11
ヒブワクチン予防接種助
成（新規）

細菌性髄膜炎予防のため接
種費用の一部助成

検討 実施
平成25年度より、定期接種化
となったため、同施策の12
「予防接種の実施」に統合

―
健康推進
課

12 予防接種の実施
ポリオ、BCG、三種混合、麻
疹、風疹等の予防接種を
行って感染症を予防する

実施 継続

ポリオ 297件
BCG 325件
三種混合 152件
二種混合 573件
麻しん・風しん混合等 758件
インフルエンザ 6,288件
H24.10月～
4種混合 1,213件
H25.4月～
ヒブ 1,353件
小児用肺炎球菌 1,325件
子宮頸がん予防 1件
H26.10月～
水痘 606件
成人用肺炎球菌 1,661件

継続して実施する
健康推進
課

13
保育園での健康診断や歯
科検診による保健指導の
推進

園児の健康診断と虫歯予防
の歯科保健指導を行う

実施 継続 全認可保育園で実施 継続して実施する 保育課

14
母子保健の啓蒙活動の推
進

正しい知識の普及、啓蒙の
ため広報紙への掲載や出前
健康講座を実施する

実施 継続
出前健康・食育講座
14回 219人

継続して実施する
健康推進
課

15
マタニティスクールクラ
ス会の開催

スクール参加者が出産後に
再会する機会をつくり、育
児不安の解消、仲間づくり
を勧める

年5回 継続
参加数 4回 21組
参加率 65.6％

継続して実施する
健康推進
課

16 育児交流会の開催
離乳食講座や育児講座を行
うとともに、育児交流の場
をつくる

年14回 継続
5会場で5コース10回実施
参加数(延べ) 108組

継続して実施する
健康推進
課

12/27



№ 推進事業名 事業の内容 Ｈ21現在 Ｈ26目標 平成26年度の取組み 評価と課題等 担当

1
保育園給食調理実習の開
催

保育園で児童に人気の給食
メニューを実習する

年1回 継続
保育園の人気メニューの調理
実習を地域子育て支援セン
ターで実施（1回）

継続して実施する 保育課

2 地産地消の推進
保育園給食に地元食材を多
く取り入れ地産地消を普及
する

実施 継続
市内農家から米、いちご、と
うもろこしなどを購入し給食
に使用

継続して実施する 保育課

3 親と子の食育事業の推進
親子で作物の栽培や収穫、
調理実習や講義等を実施し
食の大切さを普及する

実施 継続
市内農家で収穫体験後、地元
野菜を使って調理実習、栄養
などについての講義を実施

継続して実施する 保育課

4 食に関する指導の推進

児童生徒が正しい食習慣を
身につけるための「食に関
する指導の手引」を作成
し、食指導、食教育を実践
する

手引見直し
実施

継続
学校栄養教諭を中心とした食
に関する指導を実施

今後も継続して実施する
学校給食
センター

1
若年者への健康教育の推
進

喫煙や飲酒、性に関する正
しい知識の普及を図る

実施 継続
北広島西高校1年生306人に出
前講座を実施

千歳保健所等と連携し、依頼
があれば実施する

健康推進
課ほか

2 性教育の充実
児童生徒の発達段階に応じ
た性教育を、年間を通して
計画的に実施する

実施 継続
各学年において保健体育教育
等で計画的に実施

今後も計画的に進め、教育の
充実を図る

学校教育
課

3
学校での喫煙・飲酒・薬
物防止教育の推進

日常の生活指導や道徳教育
の中で有害性についての学
習を進める

実施 継続
小学校高学年、中学校で計画
的に実施

外部講師などを活用し、今後
も学習内容の充実を図る

学校教育
課ほか

1
夜間急病センターの継続
運営

子ども等の緊急時に安心し
て医療が受けられる救急医
療体制を整備する

1か所 1か所 受診者数 1,691人
受診者数（前年度比）30人
減、継続して実施する

健康推進
課ほか

2 在宅当番医の実施
早朝夕方の受診体制や休日
歯科診療を行う

実施 継続 受診者数 4,192人
受診者数（前年度比）1,095
人増、継続して実施する

健康推進
課ほか

基本施策　エ　小児医療の充実

　基本施策　イ　「食育」の推進

基本施策　ウ　思春期保健対策の充実
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3

乳幼児等医療費の助成
（平成24年度から制度名
が子ども医療費の助成に
変更）

乳幼児等の疾病時に医療費
の助成を行う

実施 継続

助成件数 54,140件
受給者数 2,763人
　就学前児童 2,712人
　小学生 41人
　中学生 10人

継続して実施する
平成27年度から小学生の通院
助成を拡大して実施する

保険年金
課

4 未熟児養育医療の給付
未熟児の出生時に養育医療
の給付を行う

H25新規 継続
助成件数 17件
受給者数 8人

継続して実施する
保険年金
課

1
乳幼児ふれあい体験の実
施

生徒が保育園で乳幼児との
交流を通して、こどもを育
てることの意義について理
解を深める

実施 継続 認可保育園5園で実施 継続して実施する 保育園

1
個に応じた多様な指導方
法の充実

習熟度別学習や少人数指
導、ティーム・ティーチン
グ（TT）等を取り入れ、個
に応じたきめ細かな指導を
行う

全小中学校
で実施

継続 全ての小中学校で実施
学校での評価も高いことから
今後も継続して実施する

学校教育
課

2
基礎を理解する指導計画
の改善・充実

基礎・基本の確実な定着の
ための指導方法の工夫・改
善を行う

全小中学校
で実施

継続
学校改善プランを策定し、指
導方法工夫・改善を実施

授業評価や学校評価を行い、
PDCAサイクルによる改善に努
める

学校教育
課

3
英語指導助手（ALT）の
活用

生きた語学教育を進めるた
め、英語指導助手を招致し
学校に派遣する

2人 拡大

小学校の外国語活動及び中学
校外国語授業にALTを活用し
た授業時数を増やして充実を
図り、現在4人体制で実施

語学教育の効果が高いことか
ら、今後も継続して実施する

学校教育
課

4 学校図書館活用事業

学校図書センターを設置
し、児童図書の学校間巡回
や学校図書館・司書教諭の
支援を行う

全小中学校
で実施

継続

「学校図書センター」を中心
とし、ネットワークを活用し
た蔵書の有効活用を図るとと
もに、中学校へ学校司書3名
の配置を実施

充足率を維持しつつ、引き続
き資料の更新を行う
学校司書配置に向けた人的整
備を図る

学校教育
課

基本目標　３　子どもの心身の健やかな成長に資する教育環境の整備

基本施策　ア　次代の親の育成

基本施策　イ　子どもの生きる力の育成に向けた学校等の教育環境の整備

　　推進施策　①確かな学力の向上
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№ 推進事業名 事業の内容 Ｈ21現在 Ｈ26目標 平成26年度の取組み 評価と課題等 担当

5 授業補助員活用事業
担任のほかに授業補助員を
配置し「よりわかる授業」
を展開する

実施
1校100時間

拡大

市立小中学校16校で3,200時
間、1校あたり150時間（16校
×150時間＝2,400時間）を基
本時間とし、800時間を学級
数に応じて傾斜配分

特色ある教育活動の充実に向
け、学校との協議により充実
を図る

社会教育
課

1
多様な体験活動機会の充
実

自然に親しみ、情操や社会
性を醸成する体験活動を推
進する

実施 継続
小学校で調べ学習、中学校で
職場体験等を実施

多様な体験活動機会の充実を
継続して実施する
キャリア教育を教育課程に位
置づけし、発達段階に応じた
態度や能力を育む

学校教育
課

2 地域交流事業の推進
地域の人材や素材などの授
業への活用と地域との交流
を進める

実施 継続
学校支援ボランティアとして
延べ566人、授業補助員とし
て延べ643人の住民が参加

学校支援地域本部と連携した
中で更に充実を図る

社会教育
課

3
教育相談事業の推進
（再掲）

1地域における子育て支援の
エに掲載

― ― ― ―
学校教育
課

4
青少年電話相談の実施
（再掲）

1地域における子育て支援の
エに掲載

― ― ― ―
学校教育
課

5 不登校対策事業の推進
1地域における子育て支援の
エに掲載

― ― ― ―
学校教育
課

6
子ども大使交流事業の推
進

小中学生を対象とした東広
島市との姉妹都市交流を実
施することで友好親善を深
め、学習効果を還流する。
また、平和を尊ぶこころを
育てる

実施 継続

小中学生14人を子ども大使と
して東広島市、広島市に派遣
し郷土、平和の大切さについ
て実際に体験させるととも
に、報告会、東広島市の大使
受け入れなど、各校で全体化
する取り組みも併せて実施

各校独自の取組みでこの事業
を全体化する取り組みを行う
ことで、大使として派遣され
た生徒以外にも学習効果が
あったため、今後も継続的に
実施する

教育総務
課

7
東広島市スポーツ交流の
実施

姉妹都市東広島市との中学
生の各種スポーツ交流を実
施する

12人派遣
(種目：野
球)

休止 事業休止

両市とも市内中学校の部活動
数が減少していることから、
種目が限定されるなど、公平
性が保てなくなってきてお
り、東広島市と協議した結果
平成26年度から事業休止とし
た

社会教育
課

推進施策　②豊かな心の育成
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№ 推進事業名 事業の内容 Ｈ21現在 Ｈ26目標 平成26年度の取組み 評価と課題等 担当

8 国際交流事業の実施
カナダ交流都市と青少年の
派遣・受け入れの交流事業
を行う

実施 検討

カナダ・サスカツーン市から
高校生20人、引率者3人が市
内一般家庭にホームステイ
し、市民と交流

国際交流協議会との連携によ
り事業を継続する

社会教育
課

9 道徳教育の充実
道徳教育の充実を図るため
の副読本の整備や教材の開
発を行う

準教科書購
入配布

継続

子どもたちに基本的な生活習
慣や規範意識を身に付けさせ
るとともに、自尊感情や他人
への思いやり、生命を尊重す
る心、公共の精神など、道徳
の時間などを中心に豊かな心
を養う教育の充実に取り組む

道徳教育の授業を行う上で必
要となる児童生徒用の教材等
の充実を図る

学校教育
課

10 福祉読本の作成・配布

人権・福祉・総合教育のた
めの福祉読本を作成し、児
童･生徒に配布して豊かな心
の育成を図る

改訂版
作成

継続
道徳準教科書福祉読本の改訂
版作成のため、編集委員会を
実施

道徳準教科書や福祉読本を活
用し、事業の充実を図り今後
も継続して実施する

学校教育
課

11
社会科副読本の作成・配
布

住んでいる地域を知っても
らうため小学3年生に社会科
副読本を配布し郷土学習を
行う

改訂版
作成

継続
社会科副読本の次回改定のた
めの検討及びデジタル教材の
検討を編集委員会で実施

郷土資料教材化事業として継
続して実施し、地域に根ざし
た授業の充実を図る

学校教育
課

12
図書館フィールドネット
事業の実施

図書館での読書まつりや絵
本作り、本の読み聞かせな
ど読書普及活動や、子ども
映画上映などの文化活動を
行う

参加 約
16,000人

継続

読書普及事業を通して、市民
の読書への関心・興味を高め
るため、北広島市図書館
フィールドネット運営委員会
の支援を実施

フィールドネットによる継続
的な読書普及事業は、市民協
働活動として大きな成果と
なっている

文化課
（図書
館）

13 芸術文化活動の推進
演劇や映画鑑賞、音楽など
により、子どもの豊かな心
の育成に努める

4プログラ
ム

継続
演劇鑑賞、演劇教室、現代ダ
ンスアウトリーチ、吹奏楽セ
ミナーを実施

北広島市芸術文化ホール運営
委員会事業として継続する

文化課(芸
術文化
ホール)

1
体育・健康に関する指導
の充実

児童生徒が心身ともに健康
な生活を送るため、健康や
体力を育む指導の充実を図
る

実施 継続
新体力テストを実施し、各学
校における課題の分析と体力
向上の取り組みを推進

継続して新体力テストを実施
し、各教科と関連付けながら
指導の充実を図る

学校教育
課

2 心の教室相談員の配置

小中学校に相談員を配置
し、生徒のストレス・悩
み・不安の解消と問題行動
の抑制を図る

実施 継続
相談件数
小学校 68件
中学校 157件

継続して実施する
学校教育
課

　　推進施策　③健やかな心身の育成
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№ 推進事業名 事業の内容 Ｈ21現在 Ｈ26目標 平成26年度の取組み 評価と課題等 担当

3
体育事業の推進
（再掲）

1地域における子育て支援の
エに掲載

― ― ― ―
社会教育
課

4
スポーツ少年団活動の支
援（再掲）

1地域における子育て支援の
エに掲載

― ― ― ―
社会教育
課

1 学校評議員制度の推進
学校評議員制度の活用を図
る

各学校2～3
回開催

継続
各学校で年2～3回の会議を開
催し評議員から意見を聴取

今後も評議員から出された意
見を参考に、学校運営の改善
を図る

学校教育
課

2
開かれた学校づくりの推
進

地域社会に対して、開かれ
た学校づくりを進める

実施 継続

学校関係者評価委員からの学
校に対する評価をもらい、そ
の結果をホームページや学校
だよりなどにより広報した

学校経営についての評価をも
らうとともに、今後も保護者
や地域に対しての情報発信を
充実させる

学校教育
課

3 教職員研修の充実
教職員の研修を進め、資質
向上を図る

研修会4回
開催

継続
夏季休業中に教師力パワー
アップセミナーを開催し、資
質向上を図った

最新の教育課題を題材に研修
会を開催することで、資質向
上につながっており今後も継
続して実施する

学校教育
課

4
学校の適正規模・適正配
置の推進

教育効果の向上を図るた
め、市内小中学校の適正規
模・適正配置を推進する

団地内小学
校統合に向
け統合準備
会を設置

団地内小学
校4校を2校
に統合

平成24年度で完了 ―
教育総務
課

5
学校図書館図書整備の推
進

学校図書館の図書及び書架
等の充実を図る

全校にネッ
トワークの

構築
継続 小中学校の図書購入の実施

蔵書図書の充実を図り、学校
司書を計画的に各学校に配置
し、学校図書館利用の促進を
図る

学校教育
課

6 学校施設の整備
学校施設の整備、充実を図
る(耐震化、大規模改修)

実施 継続

北の台小学校体育館の大規模
改造、北の台小学校及び東部
中学校にエレベータ設備の設
置

補助制度等の活用、計画性を
持って整備を行う

教育総務
課

7
シックスクール対策の推
進

児童生徒の健康保持のた
め、有害物質の測定及び対
策

1回/年 1回/年
市内小中学校普通教室等の空
気中有害物質測定を実施

各学校へ結果を通知、継続し
て調査、対策を行う

教育総務
課

　　推進施策　④学校環境の整備
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№ 推進事業名 事業の内容 Ｈ21現在 Ｈ26目標 平成26年度の取組み 評価と課題等 担当

1
保育園、幼稚園等と小学
校の連携

保育園、幼稚園等から小学
校への円滑な移行のため連
携強化を図る

実施 継続

平成26年度に策定した『北広
島市幼児教育連携アクション
プラン』に基づいた各イベン
トを実施し、市内各幼児教育
関係施設担当者が交流した

市内各幼児教育関係施設ほぼ
全ての参加により交流するこ
とができた
今後、各施設が直接連絡を取
り合える関係を築けるよう、
交流を重ねていく

教育総務
課

2
幼稚園における預かり保
育事業（再掲）

1地域における子育て支援の
アに掲載

― ― ― ― ―

3
私立幼稚園就園奨励補助
金の交付

幼稚園就園による入園料及
び保育料の保護者負担を支
援し、幼児教育を推進する

実施 継続
23園、児童数802人に対し補
助を実施

継続して実施する 保育課

4 私立幼稚園の支援

幼稚園の教育活動の充実や
教職員の資質向上を図るた
め、幼稚園に教材費や研修
費の補助を行う

全幼稚園に
補助金を交
付（計
5,576,000

円）

継続
補助金を継続して交付し、活
動の支援を実施

各園における特色ある教育が
行われ、幼児教育の振興が図
られている

教育総務
課

5 幼稚園協会への支援

幼児教育や子育て支援サー
ビスの充実などに向け私立
幼稚園の連携や情報交換等
の協会の活動を支援する

補助金を交
付

（160,000
円）

継続
補助金を継続して交付し、活
動の支援を実施

市内私立幼稚園の連携や、幼
児教育の振興が図られている

教育総務
課

6
私立幼稚園就園準備金の
支給

私立幼稚園が実施する子育
て支援事業への参加に要す
る費用の一部を助成する

実施 継続
幼稚園の2歳児延べ191人に対
し助成を実施

継続して実施する 保育課

1
家庭教育に関する学習機
会の充実（公民館事業）

公民館における幼稚園、小
学校等と連携した子育て支
援や家庭教育に関する学習
会を開催する

年4講座 年4講座
西部地区1事業 60人
東部地区1事業 15人

開催する時間帯や託児の実施
など、参加者に考慮した事業
運営により実施した

社会教育
課

2
ＰＴＡ連合会の支援
（再掲）

1地域における子育て支援の
エに掲載

― ― ― ―
学校教育
課

　基本施策　ウ　家庭や地域の教育力の向上

推進施策　①家庭教育への支援の充実

　　推進施策　⑤幼児教育の充実
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№ 推進事業名 事業の内容 Ｈ21現在 Ｈ26目標 平成26年度の取組み 評価と課題等 担当

1 学校施設の開放

地域や学校の実態に応じ、
屋内体育館を始め、一部校
舎の地域開放とともに地域
との交流を進める

体育館14校
校舎　3校

継続
社会教育課と連携を図りなが
ら実施

社会教育課が実施している体
育館の一般開放については利
用実績があり継続して実施す
ることとするが、校舎につい
ては利用実績がないことから
規則を改正し、取りやめる

教育総務
課

2
少年少女講座の開催
（公民館事業）

子どもたちのための学習・
体験機会を提供する

年4講座 年4講座

各地域で実施された子供向け
講座（1地域における子育て
の支援　エ　11に掲載）で実
施

左記事業で継続して実施する
社会教育
課

3
体育事業の推進
（再掲）

1地域における子育て支援の
エに掲載

― ― ― ―
社会教育
課

4
スポーツ少年団活動の支
援（再掲）

1地域における子育て支援の
エに掲載

― ― ― ―
社会教育
課

5
青少年健全育成連絡協議
会の支援（再掲）

1地域における子育て支援の
エに掲載

― ― ― ―
学校教育
課

6
高齢者等と子どもの世代
間交流の推進（再掲）

1地域における子育て支援の
エに掲載

― ― ― ―
保育園ほ
か

1
青少年健全育成に関する
啓発

青少年の健全育成に関する
啓発活動の推進を行う

実施 継続
青少年健全育成大会の開催
青春メッセージの開催

継続して実施する
学校教育
課

2 巡視指導活動の実施
街頭指導活動により青少年
の問題行動の未然防止を行
う

実施 継続 街頭指導、特別指導の実施 継続して実施する
学校教育
課

3 環境浄化活動の実施

青少年の夜間徘徊が予想さ
れる施設や被害に遭いやす
い場所、危険な遊び場とな
りうる場所の調査や、有害
図書類の立ち入り調査等を
実施する

実施 継続
立入調査の実施
7月22日・23日・25日
11月25日・26日・28日

継続して実施する
学校教育
課

　基本施策　エ　子どもを取り巻く有害環境対策の推進

推進施策　②地域の教育力の向上
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№ 推進事業名 事業の内容 Ｈ21現在 Ｈ26目標 平成26年度の取組み 評価と課題等 担当

4 学校との連携（再掲）
1地域における子育て支援の
エに掲載

― ― ― ―
学校教育
課

5
青少年健全育成連絡協議
会の支援（再掲）

1地域における子育て支援の
エに掲載

― ― ― ―
学校教育
課

1 公営住宅の整備

老朽化した公営住宅の建替
えにあわせ、ユニバーサル
デザインなど居住環境の改
善を図る

実施 継続
ユニバーサルデザインなど住
環境に配慮して共栄団地1号
を建設（H25～26：2か年）

左記の取組を予定どおりに実
施した

建築課

1 通学路等歩道の整備
児童生徒の登・下校時の安
全を図る

実施 継続
中央通線L=738ｍ、広葉町10
番通線L=130ｍの整備を実施

継続して実施する
都市整備
課

2 冬期間の除雪の徹底
冬期間の児童生徒の登・下
校時などの安全を図る

実施 継続 市の除雪基準を基に実施 継続して実施する
土木事務
所

3 交通安全標識等の整備
街路灯、交通標識、カーブ
ミラー等の交通安全施設の
整備を図る

実施 継続

車止め3基、指定方向外禁止
標識1枚、区画線中心線、外
側線外10か所、通学路撤去2
基、移設2基、縁石改修1か
所、注意標識2基、駐輪場整
備1か所、注意看板設置1か
所、撤去1か所、砂箱設置1か
所

継続して実施する 市民課

1
公共施設等のバリアフ
リー化

市の福祉環境整備要綱に基
づき、エレベーター等人に
やさしい整備を進める

実施 継続
大曲会館、中央公民館にエレ
ベータを設置

左記の取組を予定どおりに実
施した

建築課

基本施策　イ　安全な道路交通環境の整備

基本施策　ウ　安心して外出できる環境の整備

　推進施策　①公共施設等のバリアフリー化

基本目標　４　子育てを支援する生活環境の整備

　基本施策　ア　良質な住宅及び居住環境の確保
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1

子育て世帯に優しいトイ
レ等の整備（ベビーキー
プ、広いスペースの確
保）

市の福祉環境整備要綱に基
づき、乳児用スペースの確
保を図る

実施 継続 該当なし ― 建築課

1
子育てガイドマップの発
行（再掲）

1地域における子育て支援の
アに掲載

― ― ― ―
児童家庭
課

1
通学路等の街路灯など防
犯設備の整備

自治会への街路灯設置、維
持、修繕の補助を行い明る
い街づくりを進める

実施 継続

街路灯の維持管理費及び設置
費について、町内会等の維持
管理団体に対する補助を実施
維持費補助 6,018灯
修繕費補助 115灯
設置費補助 815灯
また、省エネ効果が高いLED
の普及を図るため、LED設置
及び更新への補助率を平成24
年度に引き続き2/3とした

継続して実施する 市民課

2
子どもの安全を守る子ど
も110番の家等の推進

児童が不審者から声をかけ
られたり追いかけられた場
合、助けを求めて駆け込め
る家の設置を進める

実施 継続

東部地区健連協「子ども110
番の家」スッテカー周知・協
力の活動の充実
子どもSC通信を関係団体に送
信

迅速に対応すべく関係団体と
の連携を密にし、活動を継続
実施する

市民課

3
地域の自主防犯活動の推
進

地域の自主防犯活動団体等
が、児童生徒の登下校時に
合わせて、見守りに歩く活
動を普及する

実施 継続
各地区防犯協会、青色回転灯
パトロール、防犯パトロール
隊による見守り活動を実施

関係機関との連携を密にし、
活動を継続実施する

市民課

4 登下校時の安全対策

スクールガードリーダーに
よる学校施設、通学路等の
安全確認及び巡回指導の実
施

実施 継続
スクールガードリーダーによ
る学校巡回指導 45回

継続して実施する
学校教育
課

5
子ども安全安心通報シス
テムの実施（新規）

不審者情報を携帯電話に
メール配信するシステムを
導入し、子どもの安全を確
保する

検討 実施

受信者登録 682件
不審者情報の配信 20件
子どもSC通信を関係団体に
FAX送信

受信者登録の拡大を図る
学校教育
課

基本施策　エ　安全・安心のまちづくりの推進

推進施策　③子育て世帯への情報提供

推進施策　②子育て世帯に優しいトイレ等の整備
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№ 推進事業名 事業の内容 Ｈ21現在 Ｈ26目標 平成26年度の取組み 評価と課題等 担当

1
男女平等参画社会の実現
に向けた啓発

固定的な性別役割分担意識
の解消や仕事と生活の調和
（ワーク・ライフ・バラン
ス）の推進に向け、広く意
識の啓発を図る

実施 継続

男女共同参画推進委員会の開
催 1回
各種啓発事業の実施（女性法
律相談2回、情報紙「えみん
ぐ」発行1回、男女共同参画
セミナー「コミュニティビジ
ネス入門講座」1回、DV防止
パネル展1回、男女共同参画
関連図書コーナーの設置1
回、デートDV出前講座3回）

平成25年6月に実施した市民
意識調査では、ワーク・ライ
フ・バランスにおける希望と
現状が一致している人が
34.5%にとどまっているた
め、引き続き事業内容を精
査・点検し、効率的、効果的
な事業展開を図っていく必要
がある

政策広報
課

2
ハローワーク等関係機関
との連携

関係機関と連携した雇用及
び労働条件の改善の啓発を
行う

実施 継続

地域職業相談室の運営（利用
件数7,219件）のほか、ポス
ターやパンフレット設置によ
る制度周知

地域職業相談室利用者の就職
件数は445件であり、一定の
需要があるため、継続して実
施する

商業労働
課

3
仕事と子育ての両立のた
めの広報・啓発

関係機関と連携し、労働基
準法、男女雇用機会均等
法、育児・介護休業法等の
周知を図る

実施 継続
各種制度のポスターやパンフ
レットの設置とともに、広報
やホームページを活用し周知

継続して実施する
商業労働
課

1
子育て短期支援事業
（ショートステイ事業）
の推進（再掲）

1地域における子育て支援の
アに掲載

― ― ― ―
児童家庭
課

2
子育て短期支援事業（ト
ワイライトステイ事業）
の推進（再掲）

1地域における子育て支援の
アに掲載

― ― ― ―
児童家庭
課

3
幼稚園における預かり保
育事業（再掲）

1地域における子育て支援の
アに掲載

― ― ― ― 保育課

基本施策　イ　仕事と子育ての両立のための基盤整備

基本目標　５　職業生活と家庭生活との両立の推進

　基本施策　ア　仕事と生活の調和の実現のための働き方の見直し

　　推進施策　①仕事と生活の調和の実現に向けた市民等の理解や合意形成を促進するための施策の実施
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№ 推進事業名 事業の内容 Ｈ21現在 Ｈ26目標 平成26年度の取組み 評価と課題等 担当

4
ファミリーサポート･セ
ンター事業の推進
（再掲）

1地域における子育て支援の
アに掲載

― ― ― ―
地域子育
て支援セ
ンター

5
通常保育事業の充実（再
掲）

1地域における子育て支援の
イに掲載

― ― ― ― 保育課

6
乳児保育事業の推進（再
掲）

1地域における子育て支援の
イに掲載

― ― ― ― 保育課

7
一時預かり事業の推進
（再掲）

1地域における子育て支援の
アに掲載

― ― ― ― 保育課

8
延長保育事業の推進（再
掲）

1地域における子育て支援の
イに掲載

― ― ― ― 保育課

9
広域入所事業の推進（再
掲）

1地域における子育て支援の
イに掲載

― ― ― ― 保育課

10
放課後児童健全育成事業
（学童クラブ）の充実
（再掲）

1地域における子育て支援の
アに掲載

― ― ― ― 保育課

11
休日保育事業の推進（新
規）（再掲）

1地域における子育て支援の
イに掲載

― ― ― ― 保育課

1 交通安全教室の開催等

保育園や幼稚園、小中学校
で児童に交通安全教室を開
催するまた、マタニティス
クール等でチャイルドシー
トの使用効果等について啓
発活動を行い、必要性の理
解を深める

実施 継続

保育園・幼稚園等 21回
1,965人
小中学校等 46回 5,078人
老人クラブ 24回 464人
町内会等 11回 813人

継続して実施する 市民課

2 交通安全街頭指導
交通安全学童指導員、交通
安全指導員による街頭指導
を実施する

実施 継続

街頭啓発（春・夏・秋・冬）
35回 1,887人
交通安全学童指導員による、
登下校時の街頭指導

継続して実施する 市民課

基本目標　６　子ども等の安全の確保

　基本施策　ア　子どもの交通安全を確保するための活動の推進
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1
通学路等の街路灯など防
犯設備の整備（再掲）

4子育てを支援する生活環境
の整備のエに掲載

― ― ― ― 市民課

2
子どもの安全を守る子ど
も110番の家等の推進
（再掲）

4子育てを支援する生活環境
の整備のエに掲載

― ― ― ― 市民課

3
地域の自主防犯活動の推
進（再掲）

4子育てを支援する生活環境
の整備のエに掲載

― ― ― ― 市民課

1
青少年健全育成推進委員
会の開催

青少年問題について関係機
関を召集して役割確認や適
切な措置等の協議を行い、
問題の早期解決を図る

実施 継続
青少年健全育成推進委員会の
開催 1回

継続して実施する
学校教育
課

2 学校との連携（再掲）
1地域における子育て支援の
エに掲載

― ― ― ―
学校教育
課

1
家庭児童相談・児童虐待
相談の充実（再掲）

1地域における子育て支援の
ア③に掲載

― ― ― ―
児童家庭
課

2
北広島市要保護児童対策
地域協議会の運営

関係機関、団体等との情報
交換や連携によって、児童
虐待の防止や早期発見、適
切な保護・支援を図るとと
もに、啓発活動等を行う

実施 継続

11月の児童虐待防止推進月間
に広報特集、リーフ配付、オ
レンジリボンキャンペーン等
の取り組みを実施
要保護児童対策地域協議会
代表者会議兼実務者会議 1回
個別ケース検討会議 12回
児童虐待防止講演会開催
146人参加

継続して実施する
児童家庭
課

3 虐待の早期発見と予防
健康相談や健康診査、新生
児訪問等の機会に虐待の早
期発見や支援を行う

実施 継続

健康推進課と健康診査等の情
報を共有し、支援が必要と思
われる家庭の訪問や見守りを
実施

継続して実施する
児童家庭
課

　基本施策　ウ　青少年の問題行動の対応

基本目標　７　要保護児童への取り組みの推進

　基本施策　ア児童虐待防止対策の充実

　基本施策　イ　子どもを犯罪等の被害から守るための活動の推進
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4
主任児童委員・民生児童
委員との連携

地域に密着した民生委員等
の協力のもと連携体制を強
化し、虐待の早期発見や見
守り、支援等を行う

実施 継続
主任児童委員連絡調整会議等
を通じて連携を進めた

継続して実施する
児童家庭
課

5
子どもの権利条例の制定
(新規)

条例の制定によって、子ど
もの権利について市民の理
解を深め、子どもたちが夢
と希望を持ち幸せに暮らせ
るまちづくりを進める

検討 条例施行

子どもの権利相談窓口延べ相
談件数 32件
子どもの権利救済委員会開催
回数 10回
子どもの権利推進委員会開催
回数 4回
北広島市子どもの権利に関す
る推進計画を策定

継続して実施する
児童家庭
課

1
ひとり親家庭等医療費の
助成

母子、父子のひとり親家庭
等を対象に医療費の助成を
行う

実施 継続

助成件数 6,915件
受給者数 1,361人
　うち親 582人
　うち児童 779人

継続して実施する
保険年金
課

2 児童扶養手当の支給
「児童扶養手当法」に基づ
き、ひとり親家庭に手当を
支給する

実施 拡大
受給者数
515人（うち父子世帯受給者
38人）

継続して実施する
児童家庭
課

3 母子自立相談の実施
母子自立支援員を配置して
女性の抱える問題の相談、
助言を行う

実施 継続

母子・父子自立支援員相談件
数
延件数 2,286件
実件数 238件

家庭児童相談員との兼務によ
る支援員3人体制で相談支援
の充実を図る

児童家庭
課

4 母子寡婦福祉資金の貸付
母子及び寡婦福祉法によ
り、母子寡婦福祉資金の貸
付事務を行う

実施 継続
貸付け件数 116件(内訳：修
学73件、就学支度25件、その
他18件 )

平成27年度から父子にも拡大
して実施する

児童家庭
課

5 家庭生活支援員の派遣
疾病や介護など支援が必要
なひとり親家庭に生活支援
員を派遣する

実施 継続
2事業所と単価契約
延べ52回（生活援助2人、子
育て支援3人）

継続して実施する
児童家庭
課

6
母子自立支援教育訓練給
付金の支給

母子家庭等の自立のため職
業訓練講座等の受講者に給
付金を交付する

実施 継続
給付金支給 0人
25年度から父子家庭の父にも
対象拡大（実績なし）

継続して実施する
児童家庭
課

　基本施策　イ　ひとり親家庭の自立支援の推進
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7
母子家庭高等技能訓練促
進費給付金の支給

母子家庭等の自立のため、
看護師・介護福祉士・保育
士・理学療法士・作業療法
士の資格取得養成機関での
修業者に給付金を交付する

実施 継続

給付金支給 9人
(看護師養成機関2人、介護福
祉士養成機関1人、保育士養
成機関6人)
平成25年度から父子家庭の父
にも対象拡大（実績なし）

継続して実施する
児童家庭
課

1
こども発達支援センター
の運営

発達の遅れや障がいのある
児童に支援を行い、保護者
の子育てを支援する

85人 継続
利用契約者数 100人
利用延べ人数 3,003人

継続して実施する
保育所等訪問支援事業開始に
向けてのニーズ調査実施

こども発
達支援セ
ンター

2
障がい児のこども発達支
援センター利用料金の助
成

障がいのある児童の早期発
見、早期療育を推進するた
め、未就学児の児童福祉法
による利用者負担を助成す
る

85人 継続 助成者数 100人 継続して実施する
こども発
達支援セ
ンター

3 障がい児の通所費の助成

発達に遅れや障がいのある
児童の療育支援を進めるた
め、こども発達支援セン
ターへの交通費の一部を助
成する

85人 継続 助成者数 79人 継続して実施する
こども発
達支援セ
ンター

4 療育相談事業の推進
発達に不安のある子どもと
保護者の相談・支援を進め
る

240件 拡大
療育相談件数 328件
障がい児相談支援 309件
地域関係機関支援 134件

継続して実施する
こども発
達支援セ
ンター

5
障がい児保育事業の推進
（再掲）

1地域における子育て支援の
イに掲載

― ― ― ― 保育課

6
児童デイサービス事業の
実施

障がい児に対し日常生活の
基本的な動作の指導や、集
団生活への適応訓練を行う

3か所 3か所 実利用者数 88人 継続して実施する 福祉課

7
地域生活支援事業(日中
一時支援事業)

障がいのある児童の一時預
かりや、重度心身障がい児
の入浴など行う

9か所 9か所 実利用者数 79人 継続して実施する 福祉課

　基本施策　ウ　障がい児施策の充実
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8 特別児童扶養手当の支給
特別児童扶養手当等の支給
に関する法律により障がい
児への手当を支給

実施 継続
特別児童扶養手当 129人
障害児福祉手当 38人

継続して実施する 福祉課

9
重度心身障がい児(者）
の医療費の助成

重度心身障がい児(者)に対
し、医療費の助成を行う

実施 継続

助成件数 30,289件
受給者数 1,362人
　うち障 536人
　うち障老 826人

継続して実施する
保険年金
課

10 特別支援教育の推進

発達障がい児の支援のた
め、小中学校において一人
ひとりに応じた特別支援教
育を推進する

個別の支援
計 画 策 定
済、支援員
5人配置

拡大

校内における支援体制の推進
を図るため、コーディネー
ター研修会を開催
特別支援教育支援員16人配置
特別支援教育アドバイザー2
人を配置して特別支援の充実
を図っている

発達障がい等を含めた特別な
支援を要する児童生徒に対応
するため、校内支援体制の充
実や特別支援教育支援員の増
員を図り資質向上を図る

学校教育
課

11
特別支援学級介助員の配
置

特別支援学級の児童の支援
と円滑な運営のため介助員
を配置

12人 継続 特別支援学級介助員14人配置
介助を必要な児童生徒への配
置を継続

学校教育
課
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